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１ ．は じ め に
　本稿の目的は１804年の穀物法改正問題を背景としながら，穀物価格が労働と他の諸商品の価格を
規制するというアダム・スミスの命題が当時の諸論者たちにいかに受容され，また穀物貿易政策の
問題にいかに適用されていたかを明らかにすることである．
　筆者が以前に論じたように，スミスは『国富論』の中で穀物価格の騰落が労働と他の諸商品価格
を騰落させるという命題に基づいて穀物輸出奨励金の効果を分析した（益永 ２0１２）．その後，この
命題は，１8１₅年の穀物法論争期以降におけるトマス・ロバート・マルサスとデイヴィッド・リカー
ドウとの間の論争でも重要な役割を果たすことになる．実際，このスミスの命題に事実上依拠する
かそれを否定するかによって，彼らは穀物法が一国の租税支払い能力に及ぼす影響に関して対照的
な見解を提示した（益永 ２008；２0１１, Masunaga ２00₉）．だが，以上のような観点に立ってスミスか
らマルサス＝リカードウへの理論的展開とその意義を考察するためには，この三者を検討するだけ
では十分ではない．『国富論』で提示された上記の命題をめぐるスミスからマルサス＝リカードウ
の間の諸論者たちの見解にも目を向け，それらをスミスからマルサス＝リカードウに至る理論的
展開の中に位置づける必要がある．筆者はすでにいくつかの論文でそれを試みてきたが（益永 
２0１3a；２0１4, Masunaga ２0１0），本稿もその試みの一部である．
　こうした本稿の問題設定に密接に関わるものとして，これまでに次のような諸研究がなされてき
た．山下（１₉₆4a；１₉₆4b）は，１804年穀物法改正に関するジェイムズ・ミルとフランシス・ホーナー
の議論を分析し，スミスからリカードウへの古典派経済学の理論的展開を考察している．その考察
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は原典に忠実になされ，ミルとホーナーの所説の中にスミスに欠けていたものでリカードウにつな
がるものを見出すことに焦点が置かれている．だが，そうした山下の問題関心は（当然のことなが
ら）穀物貿易政策と一国の租税支払い能力の関係からスミス，マルサス，リカードウの学説史的な
流れとその意味を再構成するという筆者の問題関心と同じではない．それゆえ，以下ではミルと
ホーナーの学説に関して山下とは異なる切り口からの分析と意味づけがなされるであろう．
　ホランダー（Hollander １₉₇₉: Ch. １）は，穀物価格が労働と他の諸商品の価格を規制するという
原理を核心とするスミスの価値と分配の理論に対する１8世紀後半から１₉世紀初期の諸論者のスタン
スを網羅的に検討した．分析された論者は，スミスと同時代の批判者のパウヌルとアンダソンか
ら，ローダデイル，マルサス，ジェイコブ，ブキャナン，ホーナー，ジェイムズ・ミル，マカロク，
ウェストおよびトレンズにまで及ぶ．その結果，ホランダーは，スミスが理論的な諸帰結を穀物貿
易政策という現実の問題に直接に当てはめるという方法論上の特徴を有していたことを強調した．
この特徴は，通常はスミスの帰納法的な方法とは対照的であるはずの「リカードウの悪弊」として
理解されているものである（Hollander １₉₇₉: 33, ₆₅, 訳［上］4１⊖4２, 8₆⊖8₇）．さらに，リカードウの
『利潤論』（１8１₅年）以前の諸論者は基本的にスミスの命題を受容していたがゆえに貨幣賃金の騰貴
が利潤率に与える影響を分析しえなかったことも示唆されている．
　ホランダーとは異なり，本稿はアダム・スミスの方法論的特徴を考察するものではない．筆者の
関心はむしろ，穀物価格と諸商品価格の連動関係に関するスミスの命題から穀物の自由貿易が一国
の租税支払い能力を増加させるというリカードウの所説への理論的発展のプロセスを跡づけること
にある．そのため本稿で扱われるのは，リカードウによって直接に言及されており，しかも（筆者
がこれまで検討してこなかった）１8１₅年の穀物法論争期以前に議論を展開した諸論者に限られる．
具体的には，本稿ではジェイムズ・ミル，ホーナー，『人口論』第 4 版（１80₇年）までのマルサス
を考察の対象とするであろう1）．ただし彼らは，穀物法が一国の租税支払い能力に及ぼす影響を考
察したわけではない．だが，この主題の理論的基礎をなす穀物価格が労働と他の諸商品の価格を規
制するというスミスの連動説を用いて１₉世紀初期に穀物貿易政策の問題を分析したという意味で，
彼らの議論の検討も上記の筆者の関心にとって不可欠である．
　最後に，荒井（２0１₆：１２₅⊖30）は貨幣思想に関するホーナーとマルサスの影響関係を主軸に据え
ながら，貨幣の減価と穀物輸出奨励金の効果に関するホーナーの見解を分析した．その問題関心は
本稿のそれとは異なるが，ホーナーに関する荒井のこの議論はスミスの連動説に関するミル，ホー
ナー，マルサスの議論を統一的に跡づける際の手がかりとなる．
　本論は次のように構成される．第 ２ 節では本稿で取り上げる論者たちの主張の時代背景を理解す
１ ）　スミスの命題に対する初期の批判者として，パウヌルとアンダソンも挙げることができる．彼らの
所説については，さしあたり Hollander （１₉₇₉: 3₆⊖40，訳［上］4₆⊖₅２）を参照．
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るために，１804年の（穀物輸出奨励金を含む）穀物法の概略と改正内容を整理する．第 3 節と第 4
節では，１804年穀物法に異議を唱えたミルとホーナーの見解を分析する．ところで，穀物輸出奨励
金の擁護者として彼らが特に想定していたのはマルサスであった．マルサスはすでに彼の『人口
論』第 ２ 版（１803年）以降，穀物輸出奨励金の効果を分析し，スミスを批判するとともに，この種
の政策を擁護していたのである．こうして，１804年穀物法から対仏戦争末期の穀物法論争以前を対
象とする本稿では，第 ₅ 節で『人口論』第 4 版までのマルサスの所説を検討することにする．最後
に，第 ₆ 節において本稿の結論が簡潔に示されるであろう．
２ ．１804年穀物法改正の経緯と骨子2）
　１804年穀物法の成立に至る背景から簡単にみておこう．１₇₉₅年～１₇₉₆年の食糧不足以降，１₇₉₉年
までの穀物の収穫状況は比較的良好であった．だが，１₇₉₉年の収穫が不良であることが判明すると，
同年冬から１800年にかけて穀物価格は急騰していく．この食糧危機は穀物取引業者が価格の釣り上
げに加担しているという民衆の不満から食糧暴動にまで発展し，そのことがかえって穀物取引を縮
小させ，穀物価格のさらなる騰貴を招いた．１800年の収穫状況は１₇₉₉年のそれよりも改善したが，
事態を根本的に解決するものではなかった．そのため議会は，１₇₉１年穀物法とは別に，一時的措置
として穀物輸出の禁止，醸造や洗濯のりの生産への穀物使用の禁止，無関税での穀物輸入などの伝
統的な食糧不足対策を立法化したのである．にもかかわらず，穀物価格は１800年から１80１年の春に
かけて騰貴を続け，貧民の困窮や前年以上の食糧暴動が発生した．
　他方，この時期に穀物輸入は増大していく．当時の穀物輸入先としては（現在のバルチック諸国
やポーランドを含む）プロイセン，ロシア，スカンジナヴィア諸国，アメリカ合衆国などが重要で
あった．この時期のフランスは国内の収穫状況に恵まれなかったため，イギリスへの穀物輸出はほ
とんど行われなかった（Galpin［１₉２₅］ １₉₇₇：１２3⊖4２）．
　こうした食糧不足と穀物価格の騰貴は，１80１年の良好な収穫状況によって鎮静化の方向に向かう．
穀物価格は急速に低下した．だが，議会は穀物の輸出禁止を始めとする上記の伝統的な食糧不足対
策をすぐには廃止せず，それを更新し続けた．このことが１80２年以降のイギリスにおいて穀物をめ
ぐる問題を再燃させる １ つの要因になる．
　１80２年と１803年の収穫は平年並みであったが，小麦を始めとする各種の穀物価格は１80２年をつう
じて急落した．穀物価格の下落は１804年の初めまで続き， １ クォーターあたり１00シリングを大き
く超えていた１800年～１80１年の水準と比べて，小麦の価格は最終的には₅0シリング以下にまで下落
２ ）　この節は，特に Barns （［１₉30］２00₆: Ch. ₅），Fey （１₉3２: Ch. １, Ch. 3），Galpin （［１₉２₅］ １₉₇₇: 33⊖4２），
および益永（２0１3b）をもとにして書かれている．
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した（Barnes［１₉30］ ２00₆: 8₅, 88）．にもかかわらず，前述のように，議会は穀物の輸出禁止と自由
な輸入に関する諸法を更新し続けた．穀物価格をさらに下落させうるこの諸法の継続に直面した
人々は，それを不満として１₇₉１年穀物法の改正を求めたのである．
　実際，１₇₉₉年から１80１年の穀物の高価格に刺激されて農業生産の拡大が引き起こされていた．だ
が，以前の高い価格水準に応じて借地契約を結んだ農業者たちは，穀物価格の低下によって高い地
代を支払うことが困難になってしまう．地主たちもまた，低下した穀物価格に応じて地代を引き下
げるよりもむしろ，穀物価格を高めに維持することを望んだ．
　以上の結果，１₇₉１年穀物法に関する特別委員会が設置され，国内需要にとって十分な穀物を生産
させるのに必要な価格を農業者に保証するために保護の強化を求める報告書が提出された．この報
告書の内容に依拠しつつ，いくつかの修正が加えられて議会を通過したのが１804年穀物法である．
　では，１₇₉１年法と比較しながら１804年穀物法の骨子をみてみよう．そのためには，小麦の輸出入
の条件の基準となる価格を示した表 １ が有用である．
表 １ 　１₇₉１年と１804年の穀物法の比較3）
（ １ ）　１₇₉１年穀物法
輸出
46 シリングかそれを上回ると，禁止
44 シリングから 46 シリング未満では，奨励金なしの輸出
44 シリング未満では，5 シリングの奨励金での輸出
輸入
54 シリングかそれを上回ると，6 ペンスの第 2 次低率関税
50 シリング以上 54 シリング未満で，2 シリング 6 ペンスの第 1 次低率関税
50 シリング未満で，24 シリング 3 ペンスの高関税
（ ２ ）　１804年穀物法
輸出
54 シリングを上回ると，禁止
48 シリングを上回って 54 シリングまで，奨励金なしの輸出
48 シリングかそれ未満で，5 シリングの奨励金つきの輸出
輸入
66 シリングかそれを上回ると，7･1/2 ペンスの第 2 次低率関税
63 シリングから 66 シリング未満で，3 シリング 1･1/2 ペンスの第 1 次低率関税
63 シリング未満で，30 シリング 3･3/4 ペンスの高関税
出所）Fey （１₉3２: 30），山下（１₉₆4a： ₆ の注 ₇ ），益永（２0１3b：₇１‒₇２）．
　最初に，輸出面からみていこう．１804年穀物法では，穀物輸出が禁止される価格水準が１₇₉１年穀
物法に比べて引き上げられた．この限りでは穀物輸出が以前よりも容易になり，国内の穀物価格の
下落圧力が弱められるであろう．また，奨励金つきの穀物輸出が認められる価格水準が１₇₉１年穀物
3 ）　なお，アイルランドとイギリスの植民地に関しては，穀物輸入に際して表の基準価格よりも低い水
準を適用するという優遇措置がとられた（Barnes［１₉30］ ２00₆: ₅₉, 88, 8₉, Fey １₉3２: 3１）．
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法に比べて引き上げられた．これにより，48シリング未満のような穀物の低価格のもとでは奨励金
つきの輸出をつうじて国内の生産者の苦境を緩和しうることになる．次に，輸入面をみてみよう．
１804年穀物法では，輸入関税がかけられる穀物価格水準と関税額が１₇₉１年穀物法に比べてともに引
き上げられた．このことは，以前と比べて外国からの穀物輸入を抑える効果をもつ．１₇₉₉年から
１80１年の食糧不足を受けて農業生産を拡大させたにもかかわらずそれ以降の穀物低価格に苦しんで
いた農業関係者にとって，そうした措置は一般に歓迎すべきものであったに違いない．最後に，輸
出入の両面から１804年穀物法をみてみよう．穀物の低い基準価格と低関税額で輸入される外国穀物
とが国内の穀物価格の低下に拍車をかけているにもかかわらず輸出が全面的に禁止されている，と
いうのが１₇₉１年穀物法に対する農業関係者の不満であった．１804年穀物法はその不満を緩和しうる
内容になっていることが表 １ からみてとれるであろう．
　なお，１804年の穀物法改正をみる場合には穀物価格の動向のような短期的な要因の他に，構造的
な要因も押さえておく必要がある．囲い込み，荒れ地の耕作および農業改良による国内農業の拡大
にもかかわらず，１8世紀後半以降の人口増加と都市化の進展のために，イギリスは穀物輸出国から
穀物輸入国への転換期にあった．それに伴って国民に必要な食糧をいかに確保するかという問題も
また，１₉世紀初期の穀物法をめぐる議論の重要な背景だったのである．
　いずれにせよ，こうした改正内容をもつ１804年穀物法は，実際にはどのように作用したのであろ
うか．バーンズは述べている．「１804年法は総じてそれほど重要ではなかった，なぜならばそれは
１8１3年の大豊作までほとんどまったく作用することがなかったからである．」（Barnes［１₉30］ ２00₆: 
8₉, 88も参照）１804年以降の穀物価格は，国内の不良な収穫状況やナポレオンの大陸封鎖令などを
反映して，一般に輸出入に伴う関税や奨励金の額を変動させる基準価格の最高限度（₆₆シリング）
を上回っていた．そのため，１804年穀物法における輸出奨励金や輸入関税それ自体が何らかの影響
を実際に及ぼすような状況にはなかったのである．
　こうして１804年穀物法の実際的な意義は極めて限定的であった．では，その歴史的な意義につい
てはどのように解釈できるであろうか．穀物の輸出入を規制する基準価格の引き上げまたは引き下
げに着目して，ある年における穀物法改正の意義として穀物貿易の保護の強化または緩和を読み取
ることは不可能ではない．だがフェイは，１8１₅年穀物法以前の穀物法に関してはこうした自由貿易
への接近か保護主義への回帰かという見方ではなく，穀物法が顧慮する主体が生産者寄りなのか消
費者寄りなのかという点から穀物法改正を評価する．１₇世紀後半の穀物法の創設時から１804年穀物
法までの目的は，貧民が生存しえないほど穀物価格が高価になるか農業者が経営を継続しえないほ
ど安価になるのを防止することであった．そして１804年穀物法自体は，１₇₇0年代の初め以降の消費
者重視という大きな流れの延長戦上にあるという（Fey １₉3２: ₉ ⊖１0, 3２⊖3₅）．またバーンズは，１₇₉１
年穀物法が土地利害関係者による政治権力の行使をつうじて獲得された最初の階級立法であり，
（前述のように実際的な悪影響はほとんどなかったが）１804年穀物法も同様であるとしている（Barnes
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［１₉30］ ２00₆: 8₉, ₉3⊖₉4）．比較的最近の研究によれば，１₇₉１年ないし１804年の穀物法改正の（少なく
とも表向きの）目的は穀物価格の安定化であるとともに，穀物法を維持する動機は関税収入，つま
り「いっそう多くの歳入への国家の欲求」に根差すものであった．そしてこうした点は，１₇世紀末
以来ほとんど変わっていなかったという（Nye ２008: ２4₇）．
　以上が，ジェイムズ・ミル，ホーナーおよび『人口論』第 4 版までのマルサスが主要な考察対象
とした１804年穀物法に関する概略的な説明である．次節からは，このような穀物法に関して提示さ
れた彼らの所説を検討していこう．
3 ．ジェイムズ・ミルの穀物輸出奨励金批判
　以下で考察されるミル，ホーナー，およびマルサスの所説は，いずれも『国富論』におけるスミ
スの穀物輸出奨励金分析を共通の出発点にしている．そこでまず，この問題に関するスミスの基本
的な立場を簡単にまとめておこう4）．
　スミスによれば，穀物輸出奨励金は，それがない場合よりも国内の穀物の貨幣価格を高める傾向
をもつ．豊作の場合，この奨励金は穀物輸出の増大をつうじて国内の需給状況を引き締め，穀物の
貨幣価格を引き上げるであろう．凶作の場合，国内の穀物供給の確保を優先させるために，この種
の奨励金はしばしば停止される．だが，豊作時の余剰分が輸出に回された分だけ国内に備蓄されて
いる穀物の量は限られているはずだから，やはり国内の穀物の貨幣価格はこの奨励金がなかった場
合よりも高くなるであろう．ただし，穀物輸出奨励金が高めるのは穀物の貨幣価格または名目価格
であって，（一定量の穀物と交換に得られる労働および他の諸商品の量で測られる）穀物の真実価格で
はない．なぜならば，穀物の貨幣価格の騰貴（下落）は労働と他の諸商品の貨幣価格を騰貴（下
落）させるからである．諸商品の貨幣価格の騰貴（下落）は銀（貨幣）の価値の下落（騰貴）を意
味するから，穀物輸出奨励金は貨幣価値（諸商品価格）を下落（騰貴）させ，イギリス商品の輸出
を阻害するであろう．
　こうした価格の連動関係のために，たとえ穀物輸出奨励金によって穀物の貨幣価格が騰貴して
も，農業者や地主は実質的な利益を得ない．なぜならば，この奨励金のために彼らの名目所得は増
加するけれども，国産品が購入される限り，その名目所得で購入すべき労働や他の諸商品の価格も
また増加するからである．結局，穀物輸出奨励金の受益者は農業者や地主ではなく，穀物の輸出入
4 ）　スミスの穀物輸出奨励金分析に関しては，さしあたり益永（２0１２：₅0⊖₅4）およびその参考文献を参
照．なお初期の『法学講義』から『国富論』およびその後続諸版をつうじて，穀物輸出奨励金に関す
るスミスの見解は変化・改訂をこうむった．『法学講義』から『国富論』までのスミスの議論の変遷に
ついては新村（１₉8₆：１4₆⊖₅0, １₅8⊖₆3），『国富論』初版から第 3 版までの改訂をアンダソンのスミス批
判と絡めて論じた文献としては，菊池（１₉8₆：１₉4⊖２04）を参照．
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の取引が増大する穀物商人であった．もちろん，穀物の貨幣価格の騰貴に応じて価格が騰貴しない
外国の諸商品が購入される場合，農業者や地主は一定の利益を得るかもしれない．だが，彼らが購
入する諸商品の大部分は国産品である．この議論は，穀物輸出奨励金が農業者や地主に実質的な利
益を与えるわけではないという主張を補強するために，『国富論』の増補と訂正および第 3 版以降
でつけ加えられたものであった．
外国の諸商品の購入では，穀物価格のこの増加は彼ら〔農業者や地主〕にわずかながらの利益
を与えるかもしれない．国産の諸商品の購入では，それは彼らに何の利益も与えることはでき
ない．そして，農業者のほぼすべての支払われる金額，そして地主の支払われる金額について
さえも，その大部分は国産品へのものなのである．（Smith［１₇₇₆］ １₉₇₆, １: ₅１0, 訳［II］２１１, 〔 〕
内は筆者）
　ミルは以上のようなスミスの所説に基本的に依拠しながら自己の議論を展開している．『穀物輸
出奨励金の愚策に関する一論』と題するこのパンフレットは，ジェイムズ・アンダソンのパンフ
レットの書評としてミルが当初『リテラリー・ジャーナル』誌に発表したものを拡充したもので
あった（Winch １₉₆₆: ２₅）．バーンズによれば，「それはおそらく，その制度〔穀物輸出奨励金〕の
メリットをめぐる論争全体の間に生み出された奨励金に反対する最も有能なパンフレットであった
が，それは１804年法のもとで提供された保護の増大よりもむしろ奨励金の原理に対する攻撃であ
る．」（Barns［１₉30］ ２00₆: ₉0, 〔 〕内は筆者）
　ミルは１804年穀物法の制定に至る背景と絡めながら，自分のパンフレットにおいて考察すべき問
題を設定した．１8世紀後半以降，イギリスは必要な食糧のすべてを国内で生産できなくなっている．
こうして，（ １ ）生活必需品の供給の外国への依存，（ ２ ）食糧不足の発生という ２ つの弊害とそれ
らを除去するための手段が関心の的になる（Mill［１804］ １₉₆₆: 4２）．ところで，１₇₉₉年～１80１年の
食糧不足に伴う穀物価格騰貴の反動として価格が急落した時，以前の高い穀物価格に合わせて高い
地代を提示して借地契約を結んだ農業者は窮状に陥った．地主も穀物価格の低下に応じて地代を引
き下げることを望まず，穀物価格を高く維持する方策を求めた．こうして１804年法が制定された．
その際，特に地主たちは高い地代を得るためではなく，「穀物の輸出に奨励金を与え，その輸入に
関税を与えることはその国の利益を促進させる最も有効な手段の １ つである」（Mill［１804］ １₉₆₆: 
44）という論法によって自己の主張を正当化した．ここで国の利益とは，輸入関税と輸出奨励金に
よって穀物生産を奨励し，外国への食糧供給の依存と食糧不足の発生を緩和させることを指す．こ
れらが上記の弊害（ １ ）および（ ２ ）に対応していることはいうまでもない．そこでミルは，とりわ
け穀物輸出奨励金が生産を刺激する効果をもちうるか否かという問題を究明することになる．
　ミルは，穀物輸出奨励金の擁護論者たちが彼らの主張を経験的な観点と理論的な観点の双方から
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基礎づけていたとして，それぞれに対する批判を展開していく5）．まず，経験的な観点からの穀物
輸出奨励金擁護論とそれに対するミルの批判から検討しよう．穀物の輸出奨励金と輸入関税に関す
る法律は１₆88年に初めて制度化されたが，その大部分は１₇₇0年代に停止された．その間のイギリス
は穀物を輸入する以上に輸出するとともに，その価格は低かった．他方，この法律の採用前と停止
後には穀物の輸出は輸入以下に減少し，その価格も高かった．同法の擁護者たちによれば，この経
験的事実は，穀物の輸出奨励金と輸入関税の有用性を示すものに他ならない．
　ミルの反論はこうである．上記の事実は大きな穀物輸出と低い穀物価格が穀物の輸出奨励金と輸
入関税から生じたことを必ずしも意味しない．というのは，穀物貿易政策以外の原因が穀物輸出と
穀物価格の動向を左右した可能性があるからである．実際，ミルは１₆88年以降の穀物の高輸出と低
価格の原因を名誉革命体制の確立に求めた．この体制は当時において支配的産業であった農業に勤
労への刺激を与え，農業の繁栄に導いたのである．また１₇₇0年代以降に穀物の輸出減少と高価格が
生じたのは，農業と比較した商工業の急速な発展によって国内農業だけではイギリスで必要な穀物
供給が賄えなくなったからであった．こうしてミルは，穀物の高輸出と低価格を穀物貿易政策に帰
する見解を「経験からの不完全な議論の結果」（Mill［１804］ １₉₆₆: 4₇）とみなした．
　次に，理論的な観点からのミルの穀物輸出奨励金批判に移ろう．穀物輸出奨励金の擁護者たちは，
こうした措置がイギリス穀物に対して外国で大きな市場をつくり出し，農業で正当な利潤を保証す
るとともに，生産増加をもたらすことを強調した．これに対してミルは 3 つの批判を提示している．
　第 １ に，人口増加率は食糧増加率を上回るというマルサスの人口原理によれば，穀物が生産され
る程度よりもずっと速く穀物に対する需要（市場）がつくり出されることは明白である．つまり穀
物輸出奨励金による外国での市場拡大に頼らなくても，異常な豊作のような場合でない限り，穀物
に対する市場は国内で十分に得られるであろう6）．
₅ ）　穀物輸出奨励金の擁護論者としてミルが念頭に置いていたのは，ディロン，マッキー，アンダソン，
および『人口論』の著者であるマルサスである（Mill［１804］ １₉₆₆: 4₅）．次節で検討するホーナーもま
た，ミルと同様に，これらの人物を穀物輸出奨励金の擁護者として挙げた（Horner １804: １₉0⊖₉１）．
₆ ）　ミルはマルサスの名前を挙げながらこの議論を展開した（Mill［１804］ １₉₆₆: ₅₅⊖₅₆）．だがマルサス
自身は，『人口論』第 3 版（１80₆年）においてミルのような議論を否定した．「生存手段に比例して増
加する人口の傾向のために，ある者によって生産されうるいかなる穀物量に対してもつねに国内で十
分な需要があるであろうと考えられてきた．だがこれは誤りである．もしも農業者がいかなる程度に
でも徐々に自分たちの穀物生産を増加させうるならば，またそれを十分に安価に
4 4 4 4 4 4
販売しうるならば，
国内でその全部を需要するべき人口が生ずるであろうということは疑いもなく真実である．だが，こ
の場合には，需要の大きな増加は単に安さから生じているのであって，それゆえに，この国の実際の
諸事情〔穀物輸出奨励金〕において供給の増加を奨励する需要とはまったく異なった性質のものであ
るに違いない．」（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4２₅n, 傍点はマルサス , 〔 〕内は筆者）マルサスの穀
物輸出奨励金分析の詳細は，本稿の第 ₅ 節で論じられるであろう．なお，生産された穀物にはおのず
と国内で市場がつくり出されるという命題に関して，ミルは ２ つの例外を挙げていた．すなわち，
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　第 ２ に，穀物輸出奨励金が穀物の平均価格の騰貴をつうじて農業での高い平均利潤を保証すれ
ば，確かに農業生産は刺激されうる．だが，このような方策は農業における高利潤を永続的に保証
する効果をもたない．穀物輸出奨励金が国内の需給状況を引き締め，穀物価格を引き上げる傾向を
もつことは事実である．この結果，他の部門よりも高い利潤が農業部門で得られるならば，ヨリ多
くの人々が農場を借りたいと考えるから，地主は彼の地代を引き上げることができるであろう．こ
の過程において，確かに穀物輸出奨励金は一時的に
4 4 4 4
穀物価格を引き上げて農業生産を刺激するかも
しれない．だが，穀物価格の騰貴分は最終的には地代として地主が取得することになり，農業の高
利潤は他の事業の利潤と同程度になるまで下落する．こうした借地契約の更新だけでなく，農業の
高利潤を狙って他の部門から流入してくる資本の競争圧力もまた，農業の高利潤を他の部門並みに
下落させるのに役立つ．結局のところ，この種の奨励金は穀物価格を引き上げて地代を増加させる
効果をもつが，農業利潤の増加をつうじて農業生産を永続的に
4 4 4 4
刺激する効果をもたない
4 4 4 4
．
 
「その
〔穀物輸出奨励金の〕唯一の影響は，国民のあらゆる他の階級のポケットから貨幣を取り上げて土
地所有者のポケットにそれを置くこと，そしてたまたま長期の借地契約をしている少数の現在の農
業者を富裕にすることである．」（Mill［１804］ １₉₆₆: ₅₉, 〔 〕内は筆者）
　それにもかかわらず，穀物輸出奨励金は銀（貨幣）の価値を変化させ，一国に有害な影響を及ぼ
す．これがミルによる第 3 の批判である．その際に，ミルは，穀物の貨幣価格は他のあらゆる商品
の貨幣価格を規制するというスミスの命題に依拠した7）．穀物輸出奨励金の擁護者に対する彼の第
3 の批判の中身を述べる前に，ミルによるスミスの命題の論証プロセスを整理しておこう．
　労働者は生存を維持するのに十分な穀物を得なければならない．そこで，穀物の貨幣価格の騰貴
は労働の貨幣価格を騰貴させる．また穀物の貨幣価格の騰貴は，他の土地生産物（牧草，食肉，亜
麻など）の生産から穀物の生産のために資本を移転させるから，他の土地生産物（原料）の貨幣価
格を高める傾向をもつ．ところで，製造品の貨幣価格は「原料の価格」，「労働の賃金」および「資
本の利潤」に分解される（Mill［１804］ １₉₆₆: ₆4）．穀物の貨幣価格が前の ２ つの価格を騰貴させる
ことは前述したが，製造業の流動資本は原料と賃金の価値に比例する．他の諸事情が等しければ，
このことは（穀物の貨幣価格の騰貴に伴って）製造業を営むための追加的な資本に対する利潤分が
製造品の貨幣価格につけ加えられなければならないことを示す．こうして，穀物の貨幣価格の騰貴
は製造品の貨幣価格が分解しうる 3 つの部分のすべてを騰貴させるから，製造品の貨幣価格も騰貴
（ １ ）文明化された人々が肥沃な土地で人口増加率以上に多くの穀物を生産できるアメリカの場合と，
（ ２ ）悪政のために人口増加が抑制され，その人口の大部分が劣悪な食糧事情にある国で生産されたわ
ずかな穀物が国内で市場を見出せずに外国に輸出される場合である（Mill［１804］ １₉₆₆: ₅₆）．
₇ ）　ウィンチ（Winch １₉₆₆: ₆3n）が彼の編集者の注で指摘したように，ミルはここで『国富論』の初版
または第 ２ 版を用いている．というのは，スミスは同書の第 3 版において，穀物の貨幣価格は他のす
べての国産品
4 4 4
の貨幣価格を規制するという限定をつけたからである．
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するであろう．それゆえ「このこと，すなわち穀物の貨幣価格は他のあらゆる物の貨幣価格を規制
するということ以上に経済学の科学的な諸原理を研究したことのある人々の確信にとって完全に確
立された命題はない．」（Mill［１804］１₉₆₆: ₆3）こうしてミルは，スミスと同様に，穀物の貨幣価格
を引き上げる穀物輸出奨励金は銀の価値を低下させる効果をもつと結論したのである8）．
　このような連動説に基づくミルの第 3 の穀物輸出奨励金批判は次のとおりである．穀物の貨幣価
格を引き上げる輸出奨励金は労働と他の諸商品の貨幣価格を引き上げるから，穀物の価格増加にも
かかわらず農業者と地主の実質的な境遇は以前と変わらない．その結果，穀物輸出奨励金は農業生
産を拡大させる効果をもちえない．こうしてミルは，スミスの連動説を援用して穀物輸出奨励金の
生産拡大効果を否定した．しかも，この方策がもたらす銀（貨幣）の価値の低下は，当時イギリス
がこうむっていた貨幣の減価にさらに拍車をかけ，その分だけ外国へのイギリス諸商品の輸出を妨
げるであろう．
我が国の莫大な課税，銀行支払の停止，および巨額の戦時支出がすべてこの国における貨幣を
減価させるために作用している時期に，穀物の輸出に対して奨励金を与えるための法律を促進
することは，それはなおいっそう大きな減価に非常に強力に導くに違いない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
のであるが，この
時代および後世の人々の最大限の非難に値するところの，その国の最善の利益の犯罪的な軽視
または無視を表すものである．（Mill［１804］ １₉₆₆: ₆₅, 傍点筆者）
彼ら〔奨励金の擁護者たち〕は１00万ポンドにも値しない２0，30万クォーターの穀物の年々の
輸出によってその国にもたらされる富を非常に誇っている．その一方で，数百万ポンドの価値
の製造品が，その手段によって輸出されるのを阻止されるのである．（Mill［１804］ １₉₆₆: ₆₆, 〔 〕
は筆者）
　当時の貨幣の減価に伴う弊害にスミスの命題の論理的帰結を結び付けて貨幣の減価に対するいっ
そう強力な批判的メッセージを示したことは，スミスとは異なるミルの議論の特徴である．他方，
後のリカードウの観点からみれば，ミルの議論では，（ １ ）穀物輸出奨励金のような商品の側に起
因する穀物価格の変動と（ ２ ）貨幣の側に起因する穀物価格の変動が混同されていた．というのも，
リカードウによれば，貨幣価値の下落つまり（ ２ ）による以外，穀物と労働を含むあらゆる諸商品
8 ）　正確にいうと，ミル（Mill［１804］ １₉₆₆: ₆4）は穀物の貨幣価格の騰貴は「原料と労働者の賃金」を
比例的に騰貴させるが，「あらゆる製造品の価格は穀物価格よりもずっと大きな割合で騰貴するに違い
ない」と主張した．穀物の貨幣価格の騰貴が他の諸商品（製造品）の貨幣価格を比例的に騰貴させる
4 4 4 4 4 4 4 4 4
わけではない
4 4 4 4 4 4
という点に限れば，ミルの立場は第 ₅ 節で論じるマルサスの立場と重なる要素をもって
いる．
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の貨幣価格は騰貴しえないからである．
　いずれにせよ，ミルによれば，「穀物輸出奨励金は穀物の耕作を刺激する，あるいはその生産
量を増加させるいかなる影響も決してもったことがなかったし，また決してもちえない」（Mill
［１804］ １₉₆₆: ₇１）．それゆえ，この方策は，穀物供給の外国への依存度を下げることにも，穀物の増
産によって食糧不足の発生を未然に防ぐことにも寄与しない．換言すれば，この種の奨励金は一国
の利益を増進させるものではない以上，その廃止が妥当である．
　マルサスの人口原理を前提する限り，穀物の自由輸出のもとで実際に輸出される穀物は，異常な
豊作の場合に生じる余剰分に限られるであろう．スミスの連動説に基づく限り，穀物の自由輸入に
よる穀物の貨幣価格の低下は労働と他のすべての諸商品の貨幣価格を低下させるから，農業の利潤
および生産それ自体を永続的に損なうことはない．他方，すべての諸商品の貨幣価格の低下はイギ
リスの諸商品の輸出増大に役立つ．
　穀物輸出奨励金に関する以上のミルの考察が正しければ，穀物価格の急落に直面してそれに応じ
た借地契約を結びなおす（地代の引き下げ）よりも穀物価格の維持を狙って穀物輸出奨励金の制度
化を求めた地主たちは，自分たちの利害関係を正しく認識していなかったことになる．たとえ穀物
貿易の自由化のもとで穀物の貨幣価格と地代が低下しても，スミスの命題に応じて他の諸商品価格
も低下するから，地主の実質的な境遇は低下しない．その一方で，イギリスの輸出増加は経済に好
影響をもたらす．であるならば，穀物貿易政策に関する考察は，地主と他の階級の利害関係の対立
ではなくその調和を示す役割を果たす．こうしてミルは，自己の利害関係を正しく理解していない
地主の啓蒙
4 4
・説得
4 4
に期待をかけることになる．これは，彼がスミスの連動説の理論的帰結である商
品価格の変動の二要因の混同に陥っていたことの結果でもあった．
地主もまた，できる限り自分たちの所有物を得ることに対して非難されるべきではない．……
彼らは自分たちの特定の利害関係に利する法律を求めて全体的に立法府に押し寄せたかどでも
非難されえない．……もしも彼ら
4 4 4 4 4
〔地主と他の多くの階級の人々〕が最近の穀物法は一国の利
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
益にとって有害であるということをいったん納得するなら
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ば
4
，私は彼らがその廃止を請願する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
最初の人々になることを確信しさえしている
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
．（Mill［１804］ １₉₆₆: 8２, 傍点と〔 〕は筆者）9）
　ウィンチは，ミルのパンフレット全体を貫く精神について，「リカードウと１8１₅年にそれが更新
された時の穀物法論争」よりも「アダム・スミスの世界」にいっそう近いと評した（Winch １₉₆₆: 
₉ ）　ベンサムに出会う以前のこの時期のミルは，議会の公正さに対する信頼も表明していた．「イギリス
議会は，無知と私的な利害関係の影響を打ち負かすような仕方で正当な情報が提示されることのみを
望んでいる．集団としてのその誠実さと愛国心に関しては，公衆は最も完全な信頼をもってそれに
頼っているし，頼るべきあらゆる理由をもっている．」（Mill［１804］ １₉₆₆: ₇１⊖₇２）
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２8）．具体的には，「彼〔ミル〕自身は地代，利潤および賃金の間への総生産物の分割に対する自由
貿易の影響よりもむしろ，食糧不足の克服と穀物価格の変動の最小化のための案出物としての自由
貿易の利益に主として関心をもっている．」（Winch １₉₆₆: ２8）この解釈は妥当である．それに加え
て，連動説からもたらされる社会観（地主と他の階級の利害対立の否定）という意味でも，ミルの
このパンフレットは「アダム・スミスの世界」の枠内にあると考えられるであろう（益永 ２0１２：
₅₅⊖₅₇）．
4 ．フランシス・ホーナーの穀物輸出奨励金批判10）
　ホーナーは１804年１0月に『エディンバラ・レビュー』誌に穀物の輸出奨励金制度を批判的に検討
した論文を発表した．リカードウは後に『経済学および課税の原理』の中で，この論文が穀物輸出
奨励金の「外国および国内の需要に及ぼすその影響」と「輸出国の農業」の拡大効果を正当に論じ
たと述べている．他方で彼は，「穀物価格が終局的には賃金を規制するので，それゆえにそれは他
のあらゆる商品の価格を規制するであろう」というスミスの連動説をホーナー論文が採用していた
点を批判した（Ricardo １₉₅１⊖₇3, １ : 30２, 訳34₇）．こうした事実は，リカードウおよび当時における
ホーナー論文の影響力の一端を示すものであろう11）．
　ミルと同様に，この論文においてホーナーはまず，経験的事実に訴える穀物輸出奨励金擁護論を
退けた．すなわち，穀物輸出奨励金が制度化された１₇世紀末以降の穀物の平均価格減少と輸出増
大，および１₇₇3年におけるその実質的な廃止以降の穀物の価格騰貴と輸出入差額の赤字化は「偶然
の一致」にすぎない（Horner １804: １₉１, １₉２）．
10）　フランシス・ホーナー（１₇₇8⊖１8１₇年）は，１80２年から刊行された『エディンバラ・レビュー』誌の
創刊者の １ 人であり，１8１0年に『地金報告書』を主導的に作成した人物として知られている．彼の生
涯と諸活動などについては Fetter（１₉₅₇）を参照．穀物輸出奨励金に関するホーナーの議論について
は，山下（１₉₆4b：4₇⊖₅₇）および Wohlgemut （２00₉: 44⊖4₅）でも論じられている．なお，ホーナーの
貨幣・金融思想については，荒井（２0１₆），奥田（１₉₉0；２00₆）を参照．
11）　その主著の第２２章「輸出奨励金と輸入禁止」で示されたリカードウの穀物輸出奨励金論の主な特徴
は，大体次の ₅ 点にまとめられる．（ １ ）穀物輸出奨励金は外国の消費者に対して穀物の価格を引き下
げるが，国内の消費者に対しては価格の永続的な変化を引き起こさない． （ ２ ）穀物輸出奨励金は穀
物の生産を刺激しうるが，それは穀物の（真実価格ではなく）市場価格の騰貴による他の部門から農
業部門への資本流入をつうじてである．（ 3 ）穀物輸出奨励金による穀物価格の騰貴は労働を含む諸商
品価格の全般的な騰貴を招かない．（ 4 ）この奨励金は輸出の促進をつうじて貨幣を流入させる限りで
貨幣価値を下落させる（諸商品価格を騰貴させる）が，その後の輸出の阻害と貨幣の流出をつうじて
貨幣価値は再び騰貴するから，貨幣価値の下落は一時的なものにとどまる．（ ₅ ）なお，穀物輸出奨励
金の継続
4 4
と外国での需要の大きな増加によって国内の劣等地耕作が拡大する場合には穀物の自然価格
が引き上げられ，賃金の騰貴・利潤の下落・地代の増加が生じる．穀物輸出奨励金に関するリカード
ウの見解については，山下（１₉₆4b：₅₇⊖₆₅）および佐藤（２00₆：１₉₉⊖２２₅）を参照．
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　そのうえでホーナーは，１804年穀物法の立法化に際して提出された次の 4 つの議論を批判的に検
討した．第 １ に，穀物輸出奨励金は国内消費量よりも多くの穀物生産をもたらすことによって，不
作時の食糧不足を緩和しうる余剰分を生み出す．第 ２ に，この奨励金は農業者に正当な利潤を保証
する．第 3 に，それは穀物価格を安定化させる．第 4 に，それは安定化したこの穀物価格自体を低
下させる作用をもつ．最初の 3 つの根拠は基本的に生産者にとっての利益，最後の根拠は消費者に
とっての利益に関わっている．第 １ の議論が成り立つためには，穀物輸出奨励金が耕作を拡大させ
る効果をもつ必要がある．そのためには第 ２ の議論にあるように，耕作拡大を引き起こすだけの利
潤（増加）が農業で得られなければならない．この利潤（増加）が得られるかどうかは，第 3 の議
論で安定化するとされている穀物価格が増加するか否かに依存する．ただし，この穀物価格の増加
とは，（穀物と交換される労働を含む他の諸商品の量で測られる）穀物の真実価格の増加を指す．他
方，第 4 の議論で低下するとされる穀物価格が消費者の利益になるためには，それは穀物の貨幣価
格を意味するものでなければならない．「それゆえ，奨励金はいかなる影響を穀物の貿易と栽培に
対してもつに違いないかを我々が検討する時，我々の研究の主題はまさに穀物の真実価格と貨幣価
格に対する奨励金の影響になるように思われる．」（Horner １804: １₉3）
　だが穀物輸出奨励金の影響に関するホーナーの分析に入る前に，それと密接に関わる商品の価
値・価格の決定に関する彼の見解を簡単にみておきたい．山下（１₉₆4b：₅２⊖₅3）が指摘しているよ
うに，ホーナーの価値論は，１803年に『エディンバラ・レビュー』誌に掲載された彼の論文の中で
最も体系的に説明された．ある商品の価値は，それと交換される他の諸商品の分量によって決定・
測定される．この場合，商品の中には「あらゆる種類の原生産物と製造品だけでなく，同様に，あ
らゆる呼称の貨幣または金属鋳貨，およびあらゆる種類の労働」（Horner １803: 43₇）も含まれる．
ホーナーは，商品の価値がその生産に要した労働の量によって決まるといういわゆる投下労働価値
説を否定した．商品の価値はむしろ，「 ２ つの商品のそれぞれの供給と需要との間の割合」（Horner 
１803: 438）によって決定される．例えば，A とＢの ２ つの商品を考えよう．A と交換に与えられる
B の分量で表される商品 A の価値は，（ １ ）商品 A の供給が減少（増加）する，（ ２ ）商品 A の需要
が増加（減少）する，（ 3 ）商品 B の供給が増加（減少）する，（ 4 ）商品 B の需要が減少（増加）す
れば，増加（減少）するであろう．さらに需給の原理は，商品の価値だけでなく「労働の価値」や
「利潤」のような価格の構成部分をも規制する（Horner １803: 43₆, 44２）．こうしてホーナーは，価
値論に関しては完全に需給説の立場に立っていた12）．
12）　本稿はイギリス古典派経済学における一国の租税支払い能力の問題よりもむしろ，その分析の理論
的基礎をなすスミスの連動説が彼以後の論者においていかに受容ないし変容されたかを扱っている．
ただし，ホーナーは１803年の論文において一国の租税支払い能力の問題と関連しうる論点を示してい
た．それに関してここで注記しておこう．ホーナーはあらゆる租税が（賃金を含む）すべての収入に
均等に降りかかるという議論を批判した．「すべてのいかなる租税も終局的には年々の再生産のうちの
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　以上のことをふまえて，ホーナーの穀物輸出奨励金分析をみていこう．彼によれば，穀物輸出奨
励金は国内の穀物価格を即時的に減少させない一方で，奨励金の分だけ外国の消費者に穀物を安く
販売することを可能にする．だが，外国でのこの穀物価格の低下によって外国の穀物需要（市場）
が拡大するから，外国の穀物価格は実際には輸出奨励金の額ほど低下しない．その差額分は追加的
な利潤として穀物輸出業者によって取得される．また外国でイギリス産穀物への需要が拡大すれ
ば，国内の穀物価格と農業利潤も引き上げられるであろう．それにより，国内消費者の穀物購買力
（穀物の真実価格）は一時的に低下（増加）する．だがこの国内の穀物の貨幣価格の騰貴は，終局的
には労働の貨幣価格の騰貴をつうじて他の諸商品の貨幣価格を騰貴させるから，国内消費者の実質
的な富の減少は一時的なものにすぎない．
それゆえ，輸出奨励金は終局的には国内の穀物の貨幣価格を引き上げるであろう．しかしなが
ら，それは直接的にではなく，外国市場における需要の拡大とその結果としての国内における
真実価格の増大を介してである．そして，その貨幣価格におけるこの騰貴は，それがいったん
他の諸商品に伝えられた時には，もちろん固定的（fixed）となるであろう．（Horner １804: 
１₉₇）
　さらにホーナーは，穀物価格の騰貴が労働の価格に伝えられる間のタイムラグのために，穀物輸
出奨励金は農業生産の拡大効果をもつことを強調した．「穀物価格の各々の継起的な騰貴に賃金が
均等化される以前に経過するに違いない期間において，農業に提供されるある程度の新たな奨励
と，労働する消費者たちの富と快適な生存における何らかの減少があるであろう．」（Horner １804: 
１₉8）いずれにせよ彼は，「穀物，労働およびあらゆる諸商品の三者の国内市場における貨幣価格の
それに応じた騰貴」を穀物輸出奨励金の終局的な影響とみなした（Horner １804: １₉8）．
　以上の分析に基づいて，ホーナーはスミスの穀物輸出奨励金論に批判を加えた．第 １ に，穀物輸
出奨励金は外国における穀物需要（市場）の拡大を介して
4 4 4 4
国内の穀物の貨幣価格を騰貴させる．こ
の意味で，輸出奨励金はスミスが論じたように国内の穀物の貨幣価格を直接的に
4 4 4 4
騰貴させるわけで
はない
4 4
．第 ２ に，スミスは「穀物の貨幣価格の増大とそれが労働と他の諸商品の価格に伝わるまで
の間に経過する期間
4 4
」（Horner １804: １₉₉, 傍点はホーナー）のことを十分に考慮しなかった．そのた
純剰余（neat surplus）に降りかかる」（Horner １803: 44₅）．この論文では地代に関するホーナーの見
解は必ずしも明確ではない．だが，彼が重農主義的な土地単一税（純生産物への直接税）に批判的で
あったことは確かである．「租税は最終的には純生産物（neat produce）から支払われるけれども，租
税は直接的によりも迂回的に純生産物から引き出されることがおそらくいっそう得策であろう．なぜ
ならば，租税の多収性は賢明な政治家が注意する唯一の事情ではないし，迂回的な租税は直接的な租
税ほど税収を生まないに違いないということはまったく論証されていないからである．」（Horner 
１803: 44₅⊖4₆）
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めスミスは，穀物の貨幣価格の騰貴によって当初は（穀物と交換されうる労働を含む諸商品の量で測
られる）穀物の真実価格が騰貴して農業生産が刺激される点を見落としたのである．そして農業生
産が一時的にせよ拡大するならば，豊作の際にはヨリ多くの穀物が生産され，不作の際には食糧不
足を緩和させるための余剰穀物が存在しうるに違いない．こうしてこの種の奨励金は，不作の年に
はそれがなかった場合ほど穀物価格が上昇するのを妨げる一方で，豊作の年にはそれがなかった場
合よりも余剰穀物を生じさせて穀物価格を下落させうる．換言すれば，輸出奨励金は，穀物価格の
上昇局面ではその変動を抑えるが，下落局面ではその変動を増幅させるであろう．以上が輸出奨励
金による穀物の真実
4 4
価格の一時的な騰貴の諸結果である．他方で，この種の奨励金はそれがない場
合よりも穀物の貨幣
4 4
価格を引き上げるであろう（Horner １804: ２0２）．
　ただし穀物輸出奨励金は農業生産の一時的な刺激という利益を生じさせる反面で，次のような弊
害を伴う．すなわち，この奨励金は一国の資本を穀物貿易部門に人為的に向けさせ，資本の効率的
な使用を妨げる．また，穀物の貨幣価格の騰貴が労働の貨幣価格に波及するまでの期間，労働者の
境遇は（一時的にではあるが）悪化するであろう．さらに，「労働と他のあらゆる諸商品の貨幣価格
の不断の増大のために相当な不利益をこうむるが，それは固定的な金銭的収益の減価と外国産業と
の競争における国内製造業に対する損害の双方においてこうむられる．」（Horner １804: ２03）加え
てこの種の奨励金は，穀物貿易に投下される資本に不確実性と攪乱をもたらす．これらの弊害は，
穀物輸出奨励金がもたらす農業生産の一時的な拡大効果を相殺して余りあるものであった．
　こうしてホーナーは，穀物輸出奨励金を批判して穀物の自由貿易を支持した．その結論におい
て，彼は基本的にスミスと立場を同じくしている13）．またホーナーは，穀物の貨幣価格が労働と他
の諸商品の貨幣価格を規制するというスミスの命題に依拠して彼の分析を行った．だが，ホーナー
はこの命題に関して ２ つの点でスミスとは異なっていたように思われる．第 １ に，ホーナーは穀物
の貨幣価格の変化が労働と他の諸商品の貨幣価格の変化に伝えられていくまでの期間
4 4
に焦点を当
て，穀物輸出奨励金が少なくとも一時的には農業生産を刺激する効果をもつことを強調した．第 ２
に，スミスが穀物の貨幣価格の騰貴に伴う労働と他の諸商品の貨幣価格の騰貴を貨幣価値の低下と
13）　自由貿易への支持は『エディンバラ・レビュー』誌の一般的な立場でもあった．マルサスが１8１₅年
に穀物法を擁護する立場を鮮明にした時にも，ホーナーはそれに同意しなかった．他方で，フランシ
ス・ジェフリーはこのマルサスの立場を支持した（Clive １₉₅₇: １3１n）．フェッターはホーナーの経済思
想の特徴を次のように要約している．「ホーナーは特権の濫用を除去し，また国民の生産力のいっそう
適切な利用を促進させる手段としての市場の，そして政府の不干渉の擁護者であった．しかしながら
経済学への彼の信頼は，即時的な経済的利益を凌ぎうる国益への信念によってつねに加減されており，
そのために「経済法則」への彼の傾倒は，リカードウ，マカロク，またはコブデンおよびブライトの
傾倒よりもそれほど献身的ではないものになった．」（Fetter １₉₅₇: １3）とはいえ，これまで述べてきた
ように，ホーナーは穀物輸出奨励金を「即時的な経済的利益を凌ぎうる国益」に関わる事例とはみな
していない．
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同一視したのに対して，ホーナーの議論では穀物輸出奨励金がもたらす諸商品の貨幣価格の全般的
騰貴と貨幣価値の低下とは明確には同一視されていない．その結果，ホーナーの場合，ミルの場合
ほど（ １ ）穀物側の原因（穀物輸出奨励金）による穀物価格の変化と（ ２ ）貨幣側の原因（貨幣の減価）
による穀物価格の変化が混同されていないように思われる．もちろん，貨幣価値の下落つまり
（ ２ ）による以外に穀物・労働・他の諸商品の全般的な価格騰貴はありえないという後のリカード
ウの立場からみれば，スミスの連動説を基本的には採用していたホーナーもリカードウの批判を免
れるものではなかった．
　なおホーナーは，（穀物側の原因ではなく）貨幣側の原因による穀物価格の変化にも注目してい
る．とりわけ１8１１年には，貨幣の減価によって穀物法で定められた輸入禁止の価格水準以上に国内
の穀物価格が騰貴したのでイギリスは外国から多くの穀物を輸入せざるをえなくなった，という議
論を展開した．彼は，１8１１年 4 月 8 日のマルサスへの手紙で次のように述べている．「それゆえ貨
幣の減価は，法律によって定められた限度を越えてその平均価格を引き上げることによって実質的
にかの法律を廃止し，外国の生産者たちの自由な競争にイギリスの穀物市場を開放しました．」
（Horner １8１１a: ₆₇₆）14）
　ホーナーが穀物の貨幣価格の騰貴は労働と他の諸商品価格の騰貴を伴うというスミスの命題に基
本的に依拠していたことは確かである．だがホーナーの議論には，ミルのようにそれを貨幣の減価
の弊害と結びつける視点も，スミスの命題によって含意される地主と他の諸階級の調和的な利害関
係という視点も見出せない．またミルが，穀物の貨幣価格の騰貴が労働と他の諸商品の価格に伝わ
る際のタイムラグを無視したのに対して，ホーナーはそのタイムラグの存在ゆえに穀物輸出奨励金
が一時的にではあれ穀物生産を刺激しうる点を認めた．これらは，同じくスミスの命題を基本的に
受容し，また穀物輸出奨励金に批判的でありながらも，ミルとは異なるホーナーの分析の特徴とい
えるであろう．
₅ ．穀物法論争期以前のマルサスの穀物輸出奨励金論
　マルサスは『人口論』第 ２ 版から「穀物輸出奨励金について」という章をつけ加え，主としてス
ミスの議論を批判的に検討した．本稿は１8１₅年の穀物法論争期以前を主たる分析対象としているの
で，以下では『人口論』の第 ２ 版（１803年），第 3 版（１80₆年）および第 4 版（１80₇年）におけるマ
ルサスの議論を再構成し，その意義を考察したい．
　マルサスは，穀物法が農業を刺激して国内で必要な量よりも多くの穀物を生産させ，穀物の平均
価格の低廉化と安定化に寄与すると論じた．彼によれば，このことは，１₇世紀前半から穀物法が導
14）　ホーナーは１8１１年 ₅ 月 ₆ 日の議会演説でも同様の趣旨のことを述べた（Horner １8１１b: 8１0⊖１２）．
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入されたその世紀の終わりの時期をへて穀物輸出奨励金が事実上廃止された１₇₇3年以降の時期まで
の小麦の平均価格や穀物の輸出入量から裏付けられる．前節までに検討したミルやホーナーとは対
照的に，マルサスは穀物の価格や貿易の実際の動向を穀物法擁護の論拠の １ つとみなした．
　マルサスによれば，穀物輸出奨励金は豊作時にも不作時にもそれがない場合よりも穀物の貨幣価
格を引き上げる傾向があるというスミスの主張は，完全には正しくない．この種の奨励金は，豊作
時には外国の市場（需要）の拡大をつうじて穀物の貨幣価格を引き上げるであろう．だが，不作時
の備蓄分がなくなるほど豊作時の余剰穀物がすべて輸出に回されるわけではない．その結果，不作
時には穀物の貨幣価格の騰貴は抑えられる．このことは，マルサスが穀物輸出奨励金による生産拡
大効果を重視していることを暗示する．
　では，穀物輸出奨励金はいかにして穀物生産の拡大に導くのであろうか．それは，穀物の貨幣価
格は他のあらゆる国産品の貨幣価格を規制するから国産品の貨幣価格の増大はその所有者に真の利
益をもたらさない，というスミス説へのマルサスの批判に関わっている．
　スミスの連動説に対するマルサスの立場の核心は，穀物価格は労働と他の国産品の価格を規制す
る唯一の要素ではない
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，ということにある．第 １ に，製造品の生産費のうちの機械の価値部分は穀
物価格と労働の価格の変化とは直接に連動しない．この結果，製造品価格全体は穀物価格の騰落に
比例して騰落しないであろう．第 ２ に，せっけん，ろうそく，皮革，塩などのような必需品に対す
る租税を支払うために，労働者はその分だけ多くの賃金を受け取っている．そのため穀物価格の低
下が賃金のうちの食物から成る部分を減少させるとしても，この必需品税を支払うための部分は減
少させえない．結果的に，賃金全体は穀物価格の低下と同じ割合で減少しない．第 3 に，賃金が
いったん引き上げられた後にそれを低下させることには大きな困難が伴う．こうしたいわば貨幣賃
金の下方硬直性もまた，穀物価格に比例して労働と国産品の価格が下落するのを妨げる．穀物価格
と労働の価格との間の実際の関係をみても，１8世紀前半に穀物価格は次第に低下していったが，こ
の間に₅0年もの期間があったにもかかわらず，労働の価格はそれに応じて下落しなかった（Mal-
thus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4１₆）15）．
　以上の議論は『人口論』第 ２ 版のものである．それは『人口論』第 3 版でかなり削除され，次の
議論に書き直された．穀物価格は労働と他のあらゆる諸商品の価格を規制する「はるかに強力な要
素」であるが，穀物価格と労働を含む他のあらゆる諸商品の価格との連動関係が成立するには，
「多くの限定」をつける必要がある（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4１₇n）．第 １ に，スミス自身も
認めたように，他のあらゆる諸商品の中には外国産の諸商品は含まれない16）．イギリスへの輸入品
15）　マルサスはその原因を「商業の増大から生じた労働需要」に帰している（Malthus［１803⊖１8２₆］ 
１₉8₉, １: 4２₅n）．
16）　ジェイムズ・ミルとは違って，マルサスはスミスの所説を穀物価格が（外国商品を含む）すべての
商品価格を規制するという形ではなく，穀物価格があらゆる国産品
4 4 4
価格を規制するという『国富論』
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の中には皮革，綿，茶，砂糖などのような労働者によって消費されるものも含まれている．その結
果，賃金のうちの食物から成る部分が穀物価格に比例して騰貴しても，上記の輸入賃金財の存在の
ために，賃金全体は穀物価格に比例して騰貴しないであろう．第 ２ に，機械の改良が行われる時，
製造品の価格のうち「その生産に用いられた固定資本の利子を支払う部分」は，穀物と労働の価格
増大に比例して増大しない（（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4１₇n）．ゆえに，製造品価格は穀物価
格の増加と同じ割合で増加しないであろう．第 3 に，賃金の中には労働者が食物以外の必需品税を
支払うための部分も含まれており，この部分は穀物価格の騰落に応じて騰落しない．その結果，賃
金全体は穀物価格の騰落に比例して騰落しないであろう17）．
　こうしてマルサスは，『人口論』の第 ２ 版および（議論の改訂はなされたが）第 3 版において，穀
物の貨幣価格の騰落が労働と他の諸商品の貨幣価格を比例的に
4 4 4 4
騰貴させるというスミスの連動説を
批判した．したがって，マルサスは次の結論を引き出す．「そうすると，ある国における穀物の貨
幣価格はその国における銀の真実価値の正確な尺度であるということは一般的な意見として認めら
れえない．」（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4１8n）ここで注意しなければならないのは，マルサス
は穀物の貨幣価格と労働を含む他の諸商品の貨幣価格との間の比例的な
4 4 4 4
連動関係を否定したので
あって連動関係それ自体
4 4 4 4
を否定したわけではない，ということである．その意味で，ホランダーが
マルサスをスミスの連動説の枠内にとどまるものと解釈したことは当を得ている（Hollander １₉₇₉: 
48, 訳［上］₆２⊖₆3）．
　以上の考察から穀物輸出奨励金が穀物の生産と価格に与える影響に関してどのような結論が引き
出せるであろうか．穀物価格の騰落は労働の価格を比例的に騰落させるわけではない．このため，
穀物価格の騰貴に労働の価格の騰貴が及ばない場合，農業者の利潤は増加しうる．逆に穀物価格の
下落ほど労働の価格が下落しない場合，農業者の利潤は減少しうる．だが，現在の借地契約の更新
後には前者の利潤増加は地代の増加に，後者の利潤減少は地代の減少に転化されるであろう．した
がって，穀物価格と労働の価格が比例的に騰落しないこと自体は農業への資本投下の規模を決定づ
けるわけではない．では，何が農業に投下される資本の多寡を決めるのであろうか．マルサスによ
れば，「農業で用いられる実際の資本の量を決定する唯一の原因は穀物に対する有効需要の程度で
あろう」（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4１8n）．
　穀物輸出奨励金が農業生産を拡大させうるという『人口論』におけるマルサスの議論も，第 ２ 版
第 3 版に基づくスミスの最終見解に沿って理解している．本稿の脚注 ₇ を参照．
17）　マルサスは１8１4年の『穀物法および穀物価格の騰落の一国の農業と全般的な富に対する影響に関す
る諸考察』でも，スミスの穀物輸出奨励金論を批判しながら同様の主張を展開した．すなわち，労働
の賃金は穀物だけでなく食肉，家賃，燃料，ろうそくなどにも支出され，しかも皮革や綿のような外国
商品も含んでいるから，穀物価格は労働の価格を比例的に変化させるわけではない（Malthus［１8１4］ 
１₉8₆: 8₉, 訳１3⊖１4）．
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から第 3 版にかけてかなりの変更がなされた．だが， ２ つの版における議論の大枠は基本的には変
わっていない．共通しているのは，穀物輸出奨励金→穀物需要の増加→穀物価格の増加→農業利潤
の増加→農業生産の増加という基本ロジックである．以下， ２ つの版の議論を適宜利用しながら，
マルサスの見解を再構成してみよう．
　マルサスによれば，穀物価格は主として「労働の価格，土地の地代および消費に対する諸税」か
ら構成されている（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4１₉）．前述のように，穀物輸出奨励金は外国の
市場（需要）の拡大をつうじて国内の穀物価格を引き上げるであろう．ここで労働の価格（賃金）
のうち食物から成る部分は穀物価格の騰貴に比例して騰貴するとしても，賃金のうちの他の部分，
土地の地代および消費に対する諸税は比例的に騰貴しない．こうした穀物価格の騰貴が現在の借地
契約の更新後には地代を騰貴させる場合でさえも，「消費に対する貨幣租税」の部分は依然として
騰貴しないであろう．こうして外国の市場（需要）の拡大により穀物の貨幣価格を引き上げる穀物
輸出奨励金は，穀物価格と「労働の価格，土地の地代および消費に対する諸税」の間の差額である
利潤の増加をつうじて穀物生産を刺激する効果をもつ18）．
　以上が，穀物輸出奨励金が生産者（農業者）に与える影響である．では，この奨励金は消費者に
どのような影響を与えるであろうか．奨励金の直接的な
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影響が穀物価格を引き上げることである点
は疑いない．だがマルサスが強調したのは，穀物の平均価格を低めるという奨励金の間接的な
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影響
であった．奨励金の設置以前には，穀物の平均価格が（栽培価格よりも）凶作の年の高価格によっ
て釣り上げられることが頻繁にあった．だが奨励金による穀物供給量の増大は，穀物価格の騰貴を
起こりにくくする．その時，穀物の平均価格は（凶作時の高価格よりも）栽培価格によっていっそ
う影響されるようになる．こうして奨励金は，それがない場合よりも穀物の平均価格を低下させて
消費者を利するとともに，その栽培価格は低下させずに農業者をも利するという ２ つの目的を両立
させうるであろう．
18）　これを示すために，『人口論』第 3 版では次の数値例が用いられた．イギリスの農業者が平均的な年
に穀物を販売できる １ クォーターあたりの価格が₅₅シリング，外国の農業者のそれが₅3シリングであ
る時，穀物輸出に対して ₅ シリングの奨励金がイギリスで与えられると仮定しよう．こうして行われ
るイギリスからの穀物の輸出（供給増加）は外国市場において １ クォーターあたり １ シリングの価格
低下をもたらす．その結果，イギリスの農業者は外国市場では穀物を₅２シリングで販売するであろう．
他方，「国内市場の価格は奨励金をつけ加えた外国市場における価格によって規制される」（Malthus
［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4２２n）から，イギリスの農業者は自国内では₅₇シリングで穀物を販売するであろ
う．奨励金がない場合に比べて，イギリス国内の穀物価格は₅₅シリングから₅₇シリングに騰貴した．
差額の ２ シリングは利潤増加分であり，穀物生産の増大に導く．この生産拡大は国内と外国の双方で
穀物価格を低下させる．さらに，この価格低下は外国市場で穀物需要を増加させ，外国での穀物価格
を国内の穀物価格のほうに向かって高め，この面からもイギリスの農業者に利益を与えることになる
（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4２１n⊖２１n）．
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スミス博士が，穀物価格の下落はおそらく奨励金の結果として起こりえないと主張した時，彼
はこの場合に必要になる，通常の豊作（plenty）の年の穀物の栽培価格と凶作（scarcity）の年
を含む期間の平均価格との間の区別を見落としていたのであるが，これらは実際には ２ つの非
常に異なるものである．労働の賃金が後者の価格よりも前者の価格によってヨリ頻繁に規制さ
れると仮定すると，それはおそらく事実であるが，奨励金は〔凶作の年の高価格による平均価
格の引き上げを防止して〕長い期間の平均価格を非常に容易に低下させるけれども栽培価格を
低下させえない，ということは容易に認められるであろうし，私は前世紀の前半にこれがかな
りの程度で起こったということにいかなる疑いももっていない．（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 
4２4n, 〔 〕内は筆者）
　穀物輸出奨励金の直接的な影響は穀物価格の騰貴であるが，その間接的な影響は穀物の平均価格
の低下であるというマルサスの議論は，この奨励金が銀の価値に与える影響にも適用された．「銀
の価値に対する奨励金の作用は，同じようにして，その直接的な影響においてはそれを減少させる
が，その間接的な影響はおそらくそれが下落するのをいっそう強力に阻止する傾向があるであろ
う．」（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4２4n）イギリスでは１8世紀の後半以降の商業の発展とそれに
伴う労働需要の増大により，他のヨーロッパ諸国よりも労働の名目価格が騰貴していた．これは他
のヨーロッパ諸国よりもイギリスにおいて銀の価値を下落させる作用をもつ．だがその一方で，穀
物輸出奨励金の間接的な影響（穀物の平均価格の長期的な低下）は，イギリスにおけるこうした銀
の価値の下落を「いっそう強力に阻止する傾向」がある．このことはイギリス商品の輸出に有利な
影響を与えるから，その面でも穀物輸出奨励金は有益であった．「そしてもしも奨励金の終局的な
傾向が明らかに国内市場において穀物の平均価格を低下させることであるならば，ある特定国にお
ける銀の安価の，またはあらゆる他の諸商品の高価の不利益に関するスミス博士のすべての正当な
推論は彼自身に返ってきて，穀物法に反対するようにではなくそれを支持するように適用できるの
である．」（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4２0）　　
　以上のように，マルサスによれば，穀物輸出奨励金はイギリス産穀物に対する需要の増大をつう
じて国内農業を振興しうる．だが彼は，次の点も忘れずに指摘した．「しかし，この利益は，イギ
リスの穀物価格とヨーロッパの諸港の穀物価格との間に固定的な違いを，そして穀物の名目価格が
4 4 4 4 4 4 4 4
他のあらゆる諸商品の価格を規制する限り，銀の価値における比例的な違いを打ち立てる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
というそ
れに付随する弊害なしには達成されえない．」（Malthus［１803⊖１8２₆］ １₉8₉, １: 4２₅n, 傍点は筆者）
　マルサスは穀物輸出入の自由化に伴ってイギリスが穀物供給を外国に依存せざるをえなくなると
いう状況への懸念から，この「弊害」にもかかわらず最終的には穀物輸出奨励金を肯定した．だ
が，この引用文に関して本稿の分析視角との関連で重要なのは，マルサスがスミスの連動説に依拠
しながら，（ １ ）穀物側の原因（穀物輸出奨励金）による穀物価格の変化と（ ２ ）貨幣側の原因による
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穀物価格の変化を混同しかねない議論を提示していたことである．マルサスは，確かにスミスの穀
物輸出奨励金分析とその基礎にある連動説に対していくつかの批判を行った．だが，連動説という
基本枠組み自体はスミスから踏襲したために，マルサスは後にリカードウによって批判されること
になる穀物価格を変動させる二要因を混同させる理論的難点をも引き継ぐことになったのである．
₆ ．お わ り に
　本稿は，穀物貿易政策と一国の租税支払い能力の関係についての古典派経済学者たちの議論を統
一的に分析する試みの一環として，この議論の理論的基礎をなすスミスの連動説が彼以後の論者に
よってどのように受容ないし批判されたかという問題を考察してきた．以下，スミスの議論と比較
した場合の各論者の議論の特徴をまとめながら，本稿で明らかになったことを示したい．
　第 3 節で検討されたジェイムズ・ミルはスミスの連動説を文字どおりに採用し，その理論的帰結
をさらに押し進めた議論を提示した．ミルによれば，穀物輸出奨励金による穀物の貨幣価格の騰貴
は労働と他の諸商品の貨幣価格をも引き上げるから，この種の奨励金は穀物生産を拡大させる効果
をもちえない一方で19），イギリス商品の輸出にとって不利に働く．また，穀物の貨幣価格と労働お
よび他の諸商品の貨幣価格の連動関係に立脚しながら穀物輸出奨励金の影響を銀（貨幣）の価値の
下落と同一視した点でも，ミルの議論はスミスのそれと同様であった．
　またミルは，連動説の帰結として地主の利害と他の諸階級の利害の調和的関係を明示した点で
も，スミスを引き継いでいたと解釈しうる．連動説によれば，穀物輸出奨励金は穀物の貨幣価格の
騰貴に応じて労働と他の諸商品の貨幣価格も騰貴させる．そのため，この種の政策によって地主の
実質的な境遇は何ら改善されない一方で，イギリス商品の輸出が困難になるであろう．ゆえに，地
主が穀物輸出奨励金を求めているのだとすれば，それは彼らの無知ないし偏見のためであった．連
動説によれば，穀物貿易を自由化して穀物の貨幣価格が低下しても地主の実質的境遇は悪化しない
反面で，イギリス商品の輸出はむしろ拡大するであろう．この限りで，地主の利害関係は他の諸階
級の利害関係と対立しない．こうしてミルは，地主が穀物法の影響について正しい認識をもてば，
彼らは率先してその廃止に取り組むであろうという見通しを示しえたのである．
　他方で，ミルはスミスの連動説に基づく銀（貨幣）の価値の下落という穀物輸出奨励金の結論を
１₉世紀初期における対仏戦争下のイギリスの状況と結び付け，この奨励金は当時の貨幣の減価をさ
19）　ただし第 3 節でみたように，穀物輸出奨励金→穀物価格騰貴→平均利潤を上回る農業利潤→土地を
借りるための競争増大→地代増加→平均利潤の水準への農業利潤の下落となる期間中に穀物生産が一
時的に増加しうることは，ミルによって認められていた（Mill［１804］ １₉₆₆: ₅8⊖₅₉）．だがミルは，ホー
ナーとは違ってスミスの連動説にタイムラグの観点を入れ込んで穀物輸出奨励金の一時的な生産刺激
効果を主張したわけではない．
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らに押し進める作用をもつことを強調した．そのことによって，ミルは（後のリカードウの観点か
らみると）結果的に（ １ ）穀物側の原因（穀物輸出奨励金）による穀物価格の変動と（ ２ ）貨幣側の原
因（紙幣の過剰発行）による穀物価格の変動を混同しうる道に踏み込んだのである．ミルはスミス
以上に，連動説に内包されている穀物価格を変動させる二要因の混同に導きうる議論を展開してい
たといえるであろう．
　第 4 節で分析されたホーナーもまた，ミルと同様にスミスの連動説に依拠して穀物輸出奨励金を
批判した．ただしホーナーは，この奨励金に伴う穀物の貨幣価格の騰貴が労働と他の諸商品の貨幣
価格の騰貴をもたらすまでのタイムラグを強調した．穀物の貨幣価格の騰貴に労働と他の諸商品の
貨幣価格が追いついてこない間は，穀物の真実価格の騰貴のために農業利潤が増加して穀物生産は
刺激されるであろう．こうして彼はスミスやミルとは異なって，穀物価格と労働を含むその他の諸
商品の価格の連動関係を認めつつも，穀物輸出奨励金が少なくとも一時的には穀物生産を拡大させ
る効果をもちうることを認めた．とはいえ，この種の奨励金は一国の効率的な資本利用を妨げる．
また，奨励金に伴う穀物の貨幣価格の騰貴に応じて労働の貨幣価格が騰貴するまでの間，労働者は
一時的だとしても苦境に陥るであろう．さらに，この奨励金の結果である諸商品の貨幣価格の騰貴
は，固定的な貨幣所得の受領者とイギリスの対外輸出の双方に悪影響を及ぼす．何よりも，穀物輸
出奨励金によって穀物貿易は攪乱されうる．これらは農業の一時的な振興という穀物輸出奨励金の
利益を相殺して余りあるほどの不利益であった．それゆえホーナーは，スミスやミルと同じように
穀物輸出奨励金に反対したのである．
　このようにホーナーは，穀物の貨幣価格の騰貴が（一定期間後に）労働と他の諸商品の貨幣価格
の騰貴をもたらすという意味で，タイムラグを伴った分析にまでスミスの連動説を押し広げた．
ホーナーはまた，穀物の貨幣価格を変動させる ２ つの要因（穀物輸出奨励金と紙幣の過剰発行による
貨幣の減価）に関して，ミル以上に明確に区別しえていた．もちろんホーナーは，（後のリカードウ
のように）穀物・労働・他の諸商品の貨幣価格の全般的騰貴は貨幣価値の下落による以外にありえ
ないという立場はとっていない．穀物の貨幣価格は終局的には労働と他の諸商品の貨幣価格を騰落
させるというスミスの連動説を基本的に受容していた限りにおいて，ホーナーもまたスミス理論の
枠内にとどまっていたといえるであろう．
　第 ₅ 節で考察した（穀物法論争期以前の）マルサスは，同じくスミスの連動説に基本的に依拠し
つつも，ミルやホーナーとは反対に穀物輸出奨励金を擁護する立場を鮮明にした．マルサスによれ
ば，穀物輸出奨励金は穀物生産を促進させ，長期的には穀物の平均価格を低下させる効果をもつ．
　これを示す際に，マルサスはホーナーとはやや違ったやり方でスミスの連動説に限定を加えた．
穀物輸出奨励金は穀物の貨幣価格を騰貴させるが，穀物の貨幣価格は労働と他の国産品の貨幣価格
を規制する唯一の要素ではない．例えば，労働の貨幣価格の中にはせっけん，ろうそく，塩のよう
な労働者の必需品に対する租税の支払いに充てられる部分も含まれるが，この部分は穀物の貨幣価
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格に応じて変動しないであろう．また綿，茶，砂糖のような輸入賃金財の場合にも，同じことが当
てはまる．これらの結果として，労働の貨幣価格は穀物の貨幣価格に比例して騰落しない．さらに
機械の改良が起こる場合，製造品の生産費のうち機械の価値部分は穀物と労働の価格増大に比例し
て騰貴しないであろう．ゆえに，製造品価格全体も穀物価格に比例して騰貴するわけではない．穀
物価格の変化が労働と他の諸商品の価格の変化に伝えられる期間
4 4
に注目したホーナーに対して，マ
ルサスは穀物価格が労働や製造品の価格を騰落させる唯一の要因ではないことを強調し，穀物価格
の騰落が労働と他の国産品の価格の比例的な騰落をもたらさない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ことに力点を置いたのである．
　穀物輸出奨励金が直接的には外国の市場（需要）の拡大をつうじて穀物価格を引き上げることは
疑いない．ここで穀物価格は（ １ ）労働の価格，（ ２ ）地代および（ 3 ）消費に対する租税から成って
いるが，たとえ借地契約更新後は穀物価格の騰貴に応じて（ ２ ）が引き上げられるとしても，（ １ ）
や（ 3 ）は比例的に騰貴しないであろう．なぜならば，労働の価格には食物価格に影響される以外
の部分が含まれているし，消費に対する租税部分は穀物価格の騰貴に比例して騰貴するわけではな
いからである．したがって穀物輸出奨励金は，外国の市場（需要）の拡大をつうじて穀物価格を引
き上げる一方で，（ １ ）から（ 3 ）の合計額を比例的に引き上げるわけではないから，その差額であ
る利潤の増大によって穀物生産を拡大させるであろう．この場合，ホーナーとは違って，穀物輸出
奨励金による生産拡大効果は一時的なものに限られない
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
点がマルサスの議論の特徴である．結果的
に，この奨励金の利益はマルサスによっていっそう高く評価されるであろう．
　マルサスはさらに，穀物輸出奨励金の直接的な影響が穀物価格を引き上げることは事実である
が，この奨励金はその間接的な影響として穀物の平均価格を低下させると論じた．というのも，穀
物輸出奨励金による穀物供給量の増大は，凶作の年の高価格によって穀物の平均価格が釣り上げら
れる事態を阻止しうるからである．彼にとって穀物輸出奨励金は，穀物生産を拡大させる点で生産
者の利益になるだけでなく，穀物の平均価格を長期的に低下させうる点で消費者の利益にもなるも
のであった．そのうえ長期的な穀物の平均価格の低下は，イギリスにおける銀（貨幣）の価値の下
落圧力を和らげ，イギリス商品の輸出に有利に作用しうる．
　マルサスは，国内農業の振興という穀物輸出奨励金のプラス効果と穀物価格の騰貴が労働と他の
諸商品の価格を騰貴させて他のヨーロッパ諸国に比べて銀（貨幣）の価値を下落させるというマイ
ナス効果を比較考量しつつも，食糧供給の外国への依存を可能な限り避けるためにこの種の奨励金
は必要だと結論した．穀物価格と労働および他の諸商品の価格の比例的な
4 4 4 4
連動関係を否定して，穀
物輸出奨励金が穀物生産を（一時的なレベルを越えて）促進しうることを強調したのは，スミスや
ホーナーとは異なるマルサスの所説の特徴である．他方で，穀物価格の騰落が労働と他の諸商品の
価格を（比例的にではないにせよ）騰落させること自体は認めていた点では，マルサスはスミスの
連動説の枠内にとどまっていた．その結果，マルサスもまた（後のリカードウからみると）（ １ ）穀
物側の原因（穀物輸出奨励金）による穀物価格の騰貴と（ ２ ）貨幣側の原因（貨幣価値の下落）によ
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る穀物価格の騰貴を混同しうる理論的立場を免れなかったとみなせるであろう．
　以上が，１₉世紀初頭において穀物価格の騰落が労働と他の諸商品の価格を騰落させるというスミ
スの連動説がミル，ホーナー，およびマルサスによって受容ないし変容されたプロセスである．ス
ミスの連動説の否定が経済学のスタンダード理論になり，それが穀物貿易政策と一国の租税支払い
能力の問題と関連づけられるためには，１8１₅年の穀物法論争とその後のリカードウ経済学の成立を
待たなければならない．だが，この流れを包括的に跡づけてその意義を適切に考察するためにも，
１₉世紀初頭から穀物法論争以前のスミスの連動説をめぐる受容と変容の過程を明らかにすることは
不可欠である．本稿はこの課題を果たすものであった．
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